電気災害・事故の傾向と対策
2005-07-29　技術士・労働安全コンサルタント　矢島　藤一
まえがき
電気災害・事故については、電気機器の性能向上と信頼性により、耐用年数の延長等にあやかって大幅に向上していることは周知の事実であります。この原因は製造業の品質改善ばかりでなく取り扱い段階にいたる取り組みを無視するわけにはいきません。
全体としては災害・事故は大幅に減少しているとはいうものの、特定の災害・事故を回避する手段は取られていないというのが実態です。ここでは、どんなことが起因となって災害・事故が減らないかを検討してみたいと思います。最近その一端としてCSR（Corporate Social Responsibility）という言葉が聴かれるようになってきました。日本語でいうと「企業の社会的責任」と言うことです。

ごく近い例では、JR西日本で発生した列車脱線事故です。これは公共性のある企業としてはあってはならない惨事です。たまたま関連の無いところでは、人身事故にかかわることが少ないため、対岸の火事という見方がなりたちますが、災害・事故が発生した場合は相応の社会的な責任が出てくるわけです。翻って過去における一般傾向として取り上げられているものを上げてみると次のような内容のものがあります。
1 有害廃棄物と環境の汚染

2 有害性物質による疾病の発生と起因（水俣病、イタイイタイ病等）

3 光科学スモック、ヘドロ公害等

4 災害・事故による広域発展（停電、各種環境汚染等）

5 原子力発電所の事故（1979年米国のスリーマイル島、1986年ウクライナのチェルノブイリ事故）
これらの事故は目新しいものですが、発生した経緯から原因が論議され、その研究や対策がとられているとはいうものの、いまだに解決された結論は出ていません。その原因が多岐にわたり、国家を含めた社会的責任が果たされていません。

私たちを取り巻く環境はどうかと言うことを考えてみる必要もあるのではないでしょうか? 狭義のないようになりますが検討してみたいと思います。電気機器の災害・事故の内容は永い歴史により、関係者の不断の努力により大幅に改善されてきていますが、いまだに次の2点に集約して対応を考えてみる必要があります。
1. 人に係わる災害・事故はこうすることにより完全に防止が出来ます。

2. 設備・機器の災害・事故は盲点を把握して対処する必要があります。

人に係わる災害・事故を防止するためには、災害等の起因を個人的責任にしてはいけません。企業等の組織がいかに有機的に結合され、機能するかがポイントになります。設備・機器の劣化起因は製造者の設計にかかわることが大きいが、周囲環境（負荷状況、周囲温度、周囲湿度等）に関係した保全状況、機器等の劣化ポイントに左右されることが極めて大きいことは周知のことです。
以下、その内容を検討してみます。
1. 人に対する対応

　災害・事故の人の係わり合いの起因は全体の80％というのが一般的な内容です。人に対する対応は極めて多岐にわたる内容を含んでいます。俗に言われる「ヒューマンエラー」と言われるものがその一環に含まれます。
　ここに掲げたCSRも人が管理し運営するものです。災害・事故を論ずる場合、人を抜きにしては語れません。このような意味あいから設備・機器に直接の起因は２０％以下であるといわれますが、起因の一端として考えてみる必要があり、その意味で災害・事故を論ずる場合、両者についてその対応を考える必要があります。

　電気災害・事故の人に係わる起因は、100%防止可能と言われます。電気の現象は「目に見えない」ため、電気設備等に接近または接触する場合は、電圧対応の限界距離を取ったり、身体の保護を強化することにより、災害・事故を未然に防止する措置を取るのが一般的常識であります。これらの内容は取り扱い面からは「労働安全衛生規則」、設備面からは「電気設備技術基準関連」で法的規制も受けています。以下両者について検討してみたいと思います。
(1)　人の安全確保のために

　電気設備等を管理し、取り扱う場合の基本的事項があります。次のような内容です。

1 最低限度の電気的知識が必要

　電気設備等を扱う時には、電気に係わる最低限の知識がないと危険性が伴います。したがって、一般人が電気設備等に接近・接触したりするときにはフェイルセイフ化し安全を確保する必要があります。このための規制は、　電気設備技術基準、電気用品安全法（経済産業省関係）、電気防爆指針（厚生労働省関係）、その他で示されています。
　人の安全を確保するために電気設備の活線部分に係わる作業をするときには、一定の条件が必要です。








図　　人の安全確保のための体制
（1） 工事に係わるもの、電気工事士の資格が必要です。（経済産業省関係）

　　第1種電気工事士、第2種電気工事士、他
（2） 取り扱いに係わるもの（事業場で電気設備を取り扱う者）、特別教育修了者が必要です。（厚生労働省関係）

　　　高圧と低圧があり、教育規程に定める内容が必要です。

　したがって、一般の人は安全に取り扱い可能な電気用品、安全化された電気設備の使用で安全が保障されるわけです。

2 専門者が扱う電気設備等の安全確保のために
　専門者とは法的に定義づけられたものではありませんが、電気主任技術者、電気工事士、電気技術者等（特別教育終了者他）です。

　ここに示された者が、電気設備等に接近、接触するときには、次のことが法的に義務付けられています。（労働安全衛生規則等）

（1） 電圧に相応する保護具、防護具、防具を使用すること。
（2） 安全作業手順を作成して作業を行うこと。

（3） 内容によっては、作業指揮者の指示によること。

この法律の中に細かい内容が例示されています。また、50V以下の電圧には適用されません。

電気設備等にかかわる人に関連する災害・事故の９９％は、このような法令基準の励行が満たされていません。電気設備等の安全確保のためには主として次の三法の理解が必要です。
1 電気事業法関係規則等
2 労働安全衛生法関係規則

3 消防法関係規則

これらの法令基準について詳細に理解し、遵守することが求められていますが、十分に徹底されていないのが現実です。①、③については、設備面からの管理が主体ですが、②については、取り扱い面が主になりますので、人との係わり合いを無視するわけにはいきません。（1）②について考えてみましょう。

私の経験した電気設備等の災害・事故の事例では、100%（ア）（イ）（ウ）の項目に不全があります。ということは、安全作業手順の不備と作業指揮者の怠慢と言われるものです。
その内容の一つ一つに綿密な検討加えていきますと、安全衛生体制に問題があることがわかりました。PDCA（Plan,Do,Check,Act）一巡サイクルの不徹底です。職場におけるこれらの処方を再検討する必要があります。
（2）人の安全に対するポイント
　電気設備で特に強調したいことは次の諸点です。

1 安全教育の反復実施

　教育というものは一度行えばOKと言うものではありません。私たちの脳には必要なことしか刻み込まれていません。殆どのことは忘れ去られてしまいます。安全教育で大事なのは、習慣として身につくまで行うことが必要です。とくに、安全作業手順ではそのことが言えます。とくに非定常作業（定期検査、工事等）ではそのことが重要です。
　電気の保安規程にある「保安教育」は、専門者以外の者にも実施しますので、どのようにして覚えてもらうかを検討する必要があります。対象が電気的知識の全く無い者等中々難しい課題です。
2 事業者責任とは
　事業者に課せられた責任は大きいものがあります。OSHMS における実施責任は事業者にあります。前述のPDCAがうまく機能するかどうかは、事業者の熱意と実行の表れといわれます。OSHMSの詳細については別途とします。
例えば、法的な体制がとられていないか、安全衛生委員会等が機能していないか、いろいろ課題があります。事業場の対応を見直すことも重要です。一般的に企業利益優先の姿勢が安全施策を阻害している例が見られます。自社の体制について見直す必要があります。これらの改善のため、リスクアセスメントの進め方について各企業で取り組みつつあります。　

③　ヒューマンエラーを無くす

　人に係わる機能的なエラーを総称してヒューマンエラーといっていますが、その内容は多岐に渡り、一口では語りつくせません。ヒューマンエラーを無くす方法については、いろいろな手法が出ていますが、これはというものはありません。多くの災害・事故の起因がこのようなものであるということは指摘されても、具体的に再発防止策がとられずまた出てしまった。という現実を直視する必要があります。電気設備等では、安全作業手順の完全実施と作業指揮者の適切な指導によって殆ど完璧に抑制可能です。
　ヒューマンエラーについては、私のまとめた資料があります。その一端を紹介します。
（ア）心理学的、医学等の要因　　人間の法則（B＝f（P,B）、心理学的法則（各種の法則有り）、生理学的なもの（年齢要素、心身状態、生理学的要因等）等
（イ）カオス性　　カオスというのは、「混沌とした」という意味ですが、私たちの考えでは制御しきれないいろいろな問題があります。

（ウ）PSF（Performance Shaping Factors）　　人の行為に影響を与える要因（行動形成要因をいう。）原子力発電所等複雑な構成物に対するヒューマンエラーの制御に用いられます。
4 組織全体の責任体制の明確化
　実務者、係、課、部、長、委員会等安全衛生管理体制には、それぞれの機能分担があるはずです。各級責任者の責務の例示を示した次の表を参照してみてください。
　災害・事故の発生したときに、各クラスの責任の度合いを示しておかないと、再発防止策を樹立できません。最近の安全衛生管理の手法は科学的手法を用いるのが一般的になっています。本来ならばこの表に示された各クラスの責任の度合いも数値をもって示せればベターです。

	区分
	A
	B
	C
	D
	E
	F

	トップ
	○
	◎
	○
	◎
	○
	―

	中間管理層
	◎
	◎
	○
	○
	◎
	○

	職長クラス
	○
	◎
	◎
	◎
	○
	○

	作業指揮者
	○
	○
	◎
	◎
	◎
	◎

	作業実務者
	◎
	―
	◎
	◎
	◎
	―


　（注）ここに、Aは人の行動評価、Bは教育の成果、Cは覚醒効果（人の行動成果）Dは自意識向上策、Eは環境評価、Fはバックアップ体制の関与の度合いを示します。それぞれの評価点をつけて検討します。一例ですから自社に適合した方法で検討してください。
表　　各クラスの責任度合い

このような評価方法を示しておけば、それぞれの段階における評価が示されますので、自己の責任で何を、どうすることが適切かを見出すことが出来ます。区分の中に「安全衛生委員会の使命」入れるのも良いかと思います。受動的な安全衛生から能動的なものに変えられます。

⑤　ルールを守ることを優先　　ルールには、法的なものから企業で決めたもの、手順等いろいろあります。決めたからといって守られないものはルールにはなりません。
　よく事故が発生すると注意喚起等の文書を出すことがあります。実行が伴わないものは「絵に描いた餅」です。実行でるようなルールを作ることが大事です。
このようにすれば、ヒューマンエラーの起因に対する対処の方法も次第に明らかになってきます。発生した事象を取り上げて云々しても何も得られません。再発防止のためには根源を限定して防止策を講ずることが優先されます。

2. 電気設備・機器の対する対応
　最近の電気設備・機器等は信頼性も高く、寿命も永く、取り扱いも簡便となり極めて安定化されています。しかしながら、電気設備の特徴として設計条件と保守条件がマッチしないと、不測の災害・事故の発生をみることがあります。次のようなものです。
（1） 電気設備・機器は定格内で使用

　定格電圧－電流の範囲内で使用することが絶対の条件になります。銘版に記入された告示はJIS規格で定められた条件の範囲内で使用します。周囲の環境が異なれば定格を下回った条件で使用しても寿命は保証されません。　

　通常、常時定格以内で使用するものと、間欠的定格をオーバーし使用するものとがありますが、間欠負荷で使用するものでは、一時的な定格オーバーがあっても直ちに故障するものではありません。
　一般的に言って、定格一杯で常時使用することは好ましくなく、2/3定格以下で使用することが推奨されています。これは、機器ばかりでなく布線、部品等全般的に言えることです。したがって、1/2定格以上で使用する場合は、点検重視項目として取り上げます。

設備・機器・盤・布線等全般にわたって項目を拾い上げます。

（2） 周囲温度と設備・機器
　電気設備・機器等には、周囲環境としてJIS規格に使用温度が定められています。使用温度は上限について検討されますが、下限については、通常云々されません。規格で示された上限値に周囲温度が加算され、上限値が検討されます。機器等を使用する段階の室内温度、器内温度、密閉（閉鎖）条件、開放条件、熱の放散状態等があり、それぞれ条件に照らして使用最高温度を定める必要があります。

　機器等の置かれた環境により安定使用条件は大きく異なってきます。また、機器内で使用されるパーツによって異なった趣きを示します。絶縁物の内容、パーツの使用条件、自然冷却か強制冷却ななど種々のものが挙げられます。

　このようなことを考えて、安定使用条件は機器等の定格のみを安定使用条件と定めて運用することには、いささかためらいを感じます。通常の保守では連続定格で、定格の50%以下で使用する場合は殆ど劣化指向が現れませんが、50%を超えるか、75％以上で使用した場合は、機器等の重点保守指標を定めて点検する必要が生じます。その要点を次表に示します。　
	機器等名称
	具体的な箇所
	温度測定
	備考

	配電盤各所
	端子、締め付け箇所、布線
	放射温度計または示温テープ
	

	変圧器
	外観温度の測定
	放射温度計または示温テープ
	

	進相コンデンサー
	膨らみ測定、外観温度の測定
	放射温度計または示温テープ、外観測定
	

	PT,CT
	外観温度の測定
	放射温度計または示温テープ
	

	布線および端子
	定格近くで使用している布線
	放射温度計または示温テープ
	

	分電盤
	定格近くで使用している遮断器
	放射温度計または示温テープ
	

	電動機（発電機）
	定格近くで使用している電動機等
	放射温度計または示温テープ
	

	制御機器
	端子、締め付け箇所、外観温度測定
	放射温度計または示温テープ
	

	その他機器
	端子、締め付け箇所、外観温度測定
	放射温度計または示温テープ
	


表　　　重点指標の目安
（3） 劣化の進行

　物が劣化―破損に至るにはある過程を辿ります。この劣化過程の進行と周囲温度、周囲湿度と機器の温度上昇が大いに係わり合いを持つこととになります。ことに、電気機器等は使用しないで保管すると正常なる温度、湿度の環境では一般的に劣化の傾向は見られません。

　電気設備・機器等の保全状態の良し悪しは、温度管理にあるといっても過言ではありません。一般的に寿命を左右する要因の多くは機器等の温度サイクルと見られています。物の劣化過程を観察してみると温度サイクルが関係して次のような現象が出てきます。
1 物の伸縮の繰り返しにより蘇生材料の歪みが生じてきます。

2 温度サイクルの繰り返しにより、酸化進行が進みます。（接点・接触箇所等）
3 温度が規定値以上に達すると、連鎖反応的に劣化の進展が現れます。（事故の前に現象が現れ事故発生になります。）
4 物によっては、火災発展に寄与します。（油入変圧器等では100℃以上になると発散したガスによる爆発事故が憂慮されます。）火災事故は絶縁物の種類により温度が異なる。
一般的な信頼性の傾向は、バスタブカーブに示される態様を示します。通常の放射線温度測定などでは50℃以下の場合は殆ど問題の発生を見ません。端子・接続箇所、布線、部品等の値が70℃以上に達したら危険領域とみて技術的判断が必要となります。危険領域に達したかを認証します。もしも、危険領域と判断されれば、修理、改修等のアクションが必要になり、重点指標箇所とします。
（4） 周囲環境と湿度環境
　機器等の周囲環境としては、室内等の相対湿度が機器等の絶縁状態を劣化させる起因となります。また、周囲環境として、機器等の故障原因としてあげられるは、振動過多、騒音過多、ホコリ過多等が上げられます。他の条件と重なり事故に発展することがあります。
相対的に言って、湿度管理の狙いは、機器等の絶縁劣化による障害です。
　ここでは、主として湿度管理と絶縁管理について説明したいと思います。絶縁管理は簡単に定義付けられますが、故障かどうかの判断は非常に難しいものがあります。一般的に言って低圧と高圧に分け説明することとします。低圧と高圧では、その判断の目安が全く異なるからです。
1 低圧電気
　低圧電気の絶縁低下の最低値は電気設備技術基準「解釈例規」に従えば、次のとおりです。

	電路の使用電圧の区分
	絶縁抵抗値

	300V以下
	対地電圧（接地式電路においては電線と大地との間の電圧、非接地式電路においては電線間の電圧を言う。（以下同じ。）が150V以下の場合
	0.1MΩ

	
	その他の場合
	0.2 MΩ

	300Vを超える場合
	0.4MΩ


　（注1）これらの測定にあわせて、破損、亀裂、ホコリの状態を検証します。
　　（注2）低下の認められるときは、開閉器、回路区分ごとに分けて測定し、低下箇所を見つけます。
表　　低圧回路の絶縁抵抗値（電技解釈例規）

2 高圧以上の電気
　低圧のような不良限界値は示されていません。ということは、測定時の周囲湿度、降雨時の前後等の環境支配が著しいためです。したがって、その測定に携わった技術者の経験に照らした一般的な値が大まかな保守指標となります。

　通常の高圧電気回路では、10MΩ以下に低下していたら原因を調査して対応を考えます。これ以下に降下したからといって、降雨時か降雨後の測定時には必ずしも良好な結果は得られません。因みに、降雨時に測定したら、1MΩ以下に低下していたので、晴天時に再測定したら20,000MΩ以上に回復していたということがあります。

　また、高圧回路が密閉された容器内（PAS等）にあり、低圧機器も入っている場合は、密封等が悪化し、低圧部品が絶縁低下することがあり、このようなときには高圧部品等の絶縁が保障されないということで、製造者から保全の目安が示されています。低圧絶縁抵抗値「500Vメガー使用」の値が示されています。目安として器内の低圧絶縁抵抗値100MΩ以上良、10~100MΩ精密点検要、10MΩ以下を「取替要」（水浸入が予測される）としています。
（5） 重点点検指標の設定
　日常点検、週間点検、月間点検、6月~1年点検等において、点検項目をしめしたのみでは、どの箇所がどのように劣化が進行しているか、見極めることが難しいことになります。
このようなときには、予め点検指標を示して、何処の箇所が、どのような理由で、劣化が進行しているかを明示できれば、検査結果の効果を示す目安となります。作業をするときに使命感をもって行うことが秘訣の要素になります。
　どのようなことが基本となって指標が示されるか、検討を加えてみたいと思います。

1 設備・機器等の温度状態を把握

2 布線の負荷容量の把握

3 端子等の温度上昇値を調査

4 設備容量と負荷率を掌握
5 回路（遮断きを含む）負荷状況の把握

6 年次点検の内容を検討

　このようなことを調査して、重点指標を策定して、点検周期、点検要領を策定することとします。

　次の段階として、どのような手段・方法によって現状を把握するかを示します。

1 目視点検の方法

2 簡易測定には何を用いるか

3 作業方法にどのような安全施策が必要か

4 点検に要する人数

5 点検周期の決定（月例点検、6月点検、1年点検等）
6 点検者の決定

7 点検用紙の策定

8 個人差を無くす方法

　このように具体的内容にふれてみましたが、個人の技術格差をどうして無くしていくかが課題となります。具体的な標準方法の示せるものはよいですが、電気設備の劣化過程など設計者も把握しきれない課題が多いのも事実です。把握しきれない課題を次に示します。

1 PASの寿命をどう考えますか。

2 SCの寿命に対する対策のたて方。

3 変圧器寿命はどのくらいか。

4 高圧部分のパーツの寿命は、その他。

これらの対応としては、工業会の試案としては10 ~30年を上げています。保全対策としては如何に対応すべきか、まとまっていません。真の寿命は設置環境と使用状態によって決まるからです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（6） 保護装置と接地

　電気設備を安全に運営していくためには、保護装置（過電流遮断器、その他の継電器）と接地の確保は絶対の条件ですが、その安定の確認と維持のために、定期的に検査を実施いるわけです。これらの、保護装置と接地は、良好な環境が保持される限り、不良限界を割ることは極めて少ないのが現状です。幾つかの課題を取り上げて説明します。
　①　地絡遮断器（含む漏電遮断器）　　地絡遮断器と漏電遮断器は同一の機能ですが、遮断器の性能、使用目的によって次の二つに分けられています。

　（ア）地絡遮断器　　地絡遮断器の名称は「電気設備技術基準」に示される名称で、通常、電路保護用に使用されるものです。定格遮断電流の値が100mA（または50mA）以上のものが該当します。高圧回路に使用されるもの、低圧回路に使用される100mA以上の定格感度電流のものが該当します。環境の悪い箇所に設置したり、不明の信号によって不必要動作することがあります。

　（イ）漏電遮断器　　漏電遮断器はて定格感度電流が30mA以下、0.1S以下遮断性能を保持するものをいいます。通常、分岐回路に接続されます。感電による影響は10mA以上とされますが、定格感度電流30mAのものを使用すれば90%以上の災害を防止できるといわれます。雨滴が当たったり、不明の信号等により不必要動作することがあります。

　　　漏電遮断器の使用に対しては、厚生労働省の「感電防止用漏電遮断装置の接続及び使用の安全基準に関する技術上の指針」昭49.公示3号を参照してください。この漏電遮断器はあらゆる電気回路に使用できるものではなく、不必要動作が影響を与える次のような箇所には設置することが出来ません。この場合の安全は接地によることになります。
a. 消防用施設の電気回路

b. 人の安全を脅かす恐れのある電気回路（エレベータ、開閉装置内等）
c. 電気回路の停止が重大な影響を及ぼす箇所

また、使用しなくてもよい方法があります。本器を維持することにより、感電災害が大幅に減少したことになります。
　②　保護装置　　過電流遮断器、各種保護継電器等がありますが、設置環境により点検重視の項目を選定する必要があります。

　③　接地　　接地は電気設備の安定維持のための基本的条件です。一般的には初期設定が損なわれることは極めて稀なことですが、接地されている電気設備等を移動する可搬型機器等に接続するものでは、接地しなかったり、接地が外れることがあり、点検することが必要です。
　　また、水気のある場所やコンクリートの床上等導電質の箇所に設置するものでは100V回路でも接地が必要です。200V回路以上では、全ての機器に接地が必要です。

その他、電気設備・機器ではありませんが、「静電気災害とその対応」があります。静電気については、電気回路と全く関係のない所で発生し、対応の難しいものがあります。
　
3. 火災・爆発対応
　電気設備・機器等は全て、使用することにより温度が上昇し、開閉器は開閉操作を繰り返すことにより火花の発生を見ます。これらの物理現象は周囲に介在する物質があれば、その条件により、火災・爆発等の災害・事故に発展する可能性があります。
その条件とは、温度の上昇が、その周囲にある物質の着火条件内にあるかどうかということです。同じように、火花の発生エネルギー（1/2CEQ \* jc2 \* "Font:Century" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(　　2),V)）が物質の着火エネルギーとなるかに係わってきます。
着火条件というのは、物質の種類、周囲温度、周囲湿度等により大いに異なり、火花の条件が点火エネルギーに達しているかということも、その物質の種類、周囲温度、周囲湿度等により大いに異なるものです。これらの内容は消防法関係法令によって明示されています。
（1）火災発生の対応
　電気設備・機器等はそれぞれ定格が定められていますから、一般にしようする場合は、定格範囲内で使用されています。次のようなことが発生すると火災の発生危険性が増えてきます。
①　目的外の使用

　②　定格を超える使用

　③　自己流の改造

④　劣化品の使用（寿命に達したか、不正な使用等）

5 その他

（2）着火の危険性

　危険性物質を除く一般物質は、着火エネルギーが高く、電気火花では着火する例は殆どありませんが、危険性物質の着火エネルギーは極めて低い値で発火します。次のような内容が示されています。詳細の着火エネルギーは周囲温度、周囲湿度、気圧等に関係し、消防法関係法令、労働安全衛生法（危険物の内容）等を参照されたい
　①　爆発性粉じん（爆発性浮遊粉じん、小麦粉、炭塵、その他）

　②　危険性物質（水素、アセチレン、ガソリン等のガス）

　これらの物質の存在する箇所の電気設備・機器・配線等は設備段階で次の規制を受けます。内容を理解して設備し、保守にあたる必要があります。

　①　電気設備技術基準（解釈例規）

　②　電気防爆指針（JIS、厚生労働省防爆指針、安研指針等）

　このような内容は、設備段階から改修等の際にも性能が維持されることが必要です。

電気に係わる火災・爆発事故は全発生件数の10％程度であり、その大半は機器・器具等の取り扱い不全から起こっています。一般の電気安全教育をどのように行うかが課題です。

まだまだ、記述したいことが多々ありますが、この程度の集約でご理解願いたいと思います。

4. 責任の評価方法

　災害が起こった場合の責任が詳らかにされないことが多く、以後の対策もおろそかにされることがあります。安全衛生体制は組織で築くというのが、現在の体制の基本であるから責任の度合いを決め、評価するのも再発防止の手段として有効であると考えられます。
内容としては個人評価につながるので慎重にする必要がありはす。

　しかしながら、今後の改善策を求めるためには、管理クラスに何を求めていくかが一つの課題です。下表をもとに、評価点をつけてみたいと考えます。この考え方は一つの方法として取り上げたものですから、より良い方法が案出されればその方法を用いればよいわけです。
(1)　評価点

　①　死亡災害　　死亡災害や重度の災害発生を5とします。

　②　休業1年以上　　重症で後遺症が伴うもので4とします。
　③　休業30日以上　　3とします。

　④　休業4日以上　　2とします。

　⑤　休業4日未満　　1とします。
	区分
	A
	B
	C
	D
	E
	F

	トップ
	○
	◎
	○
	◎
	○
	―

	中間管理層
	◎
	◎
	○
	○
	◎
	○

	職長クラス
	○
	◎
	◎
	◎
	○
	○

	作業指揮者
	○
	○
	◎
	◎
	◎
	◎

	作業実務者
	◎
	―
	◎
	◎
	◎
	―


　（注）ここに、Aは人の行動評価、Bは教育の成果、Cは覚醒効果（人の行動成果）Dは自意識向上策、Eは環境評価、Fはバックアップ体制の関与の度合いを示します。それぞれの評価点をつけて検討します。一例ですから自社に適合した方法で検討してください。

表　　各クラスの責任度合い

(2)　評価の方法

　災害評価を行うときに幾つかの欠陥要素としてA,B,C,D,E,F等が上げられていますが、致命的な欠陥要素として上げられるものから評価します。複数にまたがるときは、その内容に順位をつけ、対策を考えます。
　評価点を加算して、評価点によりそれぞれの具体的施策を立て、再発防止策を構築することとします。内容としては、区分にしたがって、施策の順位をつけて組織としての進め方を年度計画に反映します。
　ラインに科せられた評価点を少しでも下げることは、災害防止が目安として上げられますが、「安全衛生委員会」等の役割分担を無視することは出来ません。安全衛生委員会は組織的運営がうまく機能するかを、計画推進し、成果を見積もり、年度計画として不可能なときには、次年度計画等により解決するようにします。
(3)　事故調査と責任

　災害・事故が発生すると、警察署等の事故調査が介入してきます。それぞれの事前調査は目的がありますから、物理的原因、人間の心理的原因等を根こそぎ持っていってしまうことがあります。再発のための原因調査に入っていったら資料がないということがあります。そして、刑事責任等が問われる多くの例では、直接携わった人に向けられることが多いけです。
　その背景を調査し、間接的要因を調査することが非常に大事なことになります。

　①　トップの理念

　　多くの例で見ますと、スタート時に真面目に取り組んだことも、何時しか風化し、トップの考え方が安全よりもコスト低下(もうけること)に主眼が移ってしまいます。どうしても止められないようになってしまいます。殆どの大事故の場合、災害・事故が発生してから気がつくというものです。本当はこれでは遅いのです。
　②　危機管理とリスクマネジメント

　　この言葉の意味は、「事故が起こる前に」前もって全てのリスクに手を打っておくというものです。その具体的方法はいろいろあります。

　　設備設計の完成、危機回避策、制御方法の改善、他の対応等々

　③　安全の評価

　　安全価値をどう見るか、昔は食べることという単純な方法を選択しても良かったのですが、これからは、全く予期しないようなことが発生するかも知れません。また、安全については、時代は勿論のこと、国による文化の過程、新しい価値観によっても変わってきます。この中で大事なことは、世界的な新しい価値観の中で安全や健康の処方を考える必要があります。

　製造者の理念、事業者の理念

　はどうあるべきか、安全はいろいろな立場「横断的、総合的、複合的、俯瞰的な物の見方」で物を見直すという超越した考え方が必要です。現状では、金儲けが先だとう人が多いというものです。
　④　安全のジレンマ
　　多くの企業へいってみて、安全とのコストの関係でいろいろとジレンマに陥っています。側面的関係です。

　　安全利便性、公共性との関連、効率―利便性、経済化、責任度合い等々

　ここで忘れてはならないことがあります。

　　◎　機械は限度を超えて使用しますと必ず壊れます。

　　◎　人間はEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(いつ),何時)間違いを起こすか想定できません。

　安全です。という評価を組織全体を通じて下す必要があります。このような不安定要素の重なる中で、安全に使用できるリスク、許容可能なリスク、を見つけて対応することが大事です。受け入れられないリスクに対しては安全対策を完全に構築する具体的方法を見出し、施策を推進しましょう。

終わり。
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